
 
 

 

 

平成 30 年 11 月７日 

行政改革推進会議 

 

 

平成30年秋の年次公開検証の実施について（案） 

 

 平成30年秋の年次公開検証（「秋のレビュー」）は、11月 13日

から15日まで、別紙１の事業を対象として実施する。 

また、上記日程に加え、11 月 17 日に、山形大学において、   

別紙２の事業を対象として、秋の年次公開検証（「山形レビュー」）

を実施する。 

 

資料１ 
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「秋のレビュー」の対象となる事業 

 

○スーパーグローバル大学（文部科学省） 

・スーパーグローバル大学創成支援事業（文部科学省） 

 

○国立大学法人運営費交付金（文部科学省） 

・国立大学法人の運営に必要な経費（文部科学省） 

 

○産学官連携・大学発ベンチャー創出（文部科学省） 

・国立研究開発法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費（文部科学省） のうち 

（１）センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム 

（２）世界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）推進プログラム 

（３）産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（ＯＰＥＲＡ） 

（４）イノベーションハブ構築支援事業 

（５）大学発新産業創出プログラム（ＳＴＡＲＴ） 

（６）研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ） 

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム（文部科学省） 

 

○下水道事業のＰＦＩの推進（内閣府、国土交通省、総務省） 

・民間資金等活用事業調査等に必要な経費（内閣府） 

・下水道におけるＰＰＰ／ＰＦＩの導入に向けた検討経費（国土交通省） 

・下水処理場におけるＩＣＴを活用した広域管理検討経費（国土交通省） 

・下水道事業（国土交通省） 

・社会資本整備総合交付金 のうち 下水道事業（国土交通省） 

・防災・安全交付金 のうち 下水道事業（国土交通省） 

・新たな広域連携の促進に要する経費（総務省） 

・地方財政決算情報管理システム等運営経費（総務省） 

 

○空港整備事業（国土交通省） 

・首都圏空港整備事業（国土交通省） 

・関西国際空港整備事業（国土交通省） 

・中部国際空港整備事業（国土交通省） 

・一般空港等整備事業（直轄）（耐震対策事業を除く）（国土交通省） 

・一般空港等整備事業（直轄）（耐震対策事業）（国土交通省） 

・一般空港等整備事業（補助）（国土交通省） 

  

別紙１ 
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○訪日外国人の受入環境の整備（国土交通省） 

・訪日外国人旅行者受入環境整備事業（国土交通省） 

 

○農地の集積・集約の促進（農林水産省） 

・農地中間管理機構による集積・集約化活動（農林水産省） 

・農業委員会交付金（農林水産省） 

・農地利用最適化交付金（農林水産省） 

 

○林業の成長産業化（農林水産省） 

・林業・木材産業成長産業化促進対策（農林水産省） 

・木材産業・木造建築活性化対策（農林水産省） 

・木材需要の創出・輸出力強化対策（農林水産省） 

・木づかい・森林づくり推進事業（農林水産省） 

 

○技術協力（ＪＩＣＡ運営費交付金）（外務省） 

・(独)国際協力機構運営費交付金（技術協力） のうち 開発協力の重点課題（外務省） 

 

○新エネルギー（経済産業省） 

・太陽光発電のコスト低減や信頼性向上等に向けた技術開発事業（経済産業省） 

・地域で自立したバイオマスエネルギーの活用モデルを確立するための実証事業 

（経済産業省） 

 

○省CO2対策（エネルギー対策特別会計）（環境省） 

・省CO2型広域分散エッジネットワークシステム実用化推進事業（環境省） 

・遠隔モニタリングシステム活用による効果的なCO2削減対策モデル事業（環境省） 

 

○統計調査のオンライン化（総務省） 

・統計調査の実施等事業（周期調査）（総務省） 

 

○基金（農林水産省、経済産業省） 

・水産業体質強化総合対策事業基金（農林水産省） 

・省エネルギー設備導入促進基金（経済産業省） 
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「山形レビュー」の対象となる事業 

 

○地域における介護サービス（厚生労働省） 

・地域支援事業交付金（厚生労働省） 

・保険者機能強化推進交付金（厚生労働省） 

 

○「ジョブ・カード」を活用した雇用型訓練（厚生労働省） 

・雇用型訓練を活用する企業に対する支援等の実施（厚生労働省） 

別紙２ 
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